
金額 金額

資産の部
Ⅰ　固定資産 Ⅰ　固定負債

１　有形固定資産 固定資産見返物品受贈額 Ｄ＋Ｅ＋Ｇ＋Ｉ＋Ｊ
土地 Ａ 長期リース債務 Ｆ（１年以上）
建物 Ｂ 長期寄附金債務 Ｌ
建物附属設備 Ｃ 固定資産合計
構築物 Ｄ Ⅱ　流動負債
工具器具備品 Ｅ 流動資産見返物品受贈額 M
工具器具備品（リース） Ｆ リース債務 F（１年未満）
図書 Ｇ 流動負債合計
美術品・収蔵品 Ｈ 負債合計
車輌運搬具 Ｉ

有形固定資産合計
２　無形固定資産

ソフトウエア Ｊ
電話加入権 Ｋ Ⅰ　資本金

無形固定資産合計 県出資金 Ａ＋Ｂ＋Ｃ
固定資産合計 資本金合計

Ⅱ　資本剰余金
Ⅱ　流動資産 資本剰余金 Ｈ＋Ｋ

現金及び預金 L 資本剰余金合計
たな卸資産 M 資本合計

流動資産合計

　　　　　　　会計年度終了後、利益が生じ、財務諸表を設立団体の長（知事）が認可

金額 金額

資産の部
Ⅰ　固定資産 Ⅰ　固定負債

１　有形固定資産 固定資産見返物品受贈額 Ｄ＋Ｅ＋Ｇ＋Ｉ＋Ｊ－（Ｄ’＋Ｅ’＋Ｉ’）

土地 Ａ 資産見返運営費交付金等 Ｓ－Ｓ’
建物 Ｂ 長期リース債務 Ｆ（１年以上）

減価償却累計額 ▲Ｂ’ 長期寄附金債務 Ｌ
建物附属設備 Ｃ 固定資産合計

減価償却累計額 ▲Ｃ’
構築物 Ｄ

減価償却累計額 ▲Ｄ’ Ⅱ　流動負債
工具器具備品 Ｅ＋Ｓ

減価償却累計額 ▲（Ｅ’＋Ｓ’） (運営費交付金債務） Ｏ
工具器具備品（リース） Ｆ (授業料債務） Ｐ

減価償却累計額 ▲Ｆ’ 未払金 Ｑ
図書 Ｇ 預り金 Ｒ
美術品・収蔵品 Ｈ 流動負債合計
車輌運搬具 Ｉ 負債合計

減価償却累計額 ▲Ｉ’
有形固定資産合計 資本の部

２　無形固定資産 Ⅰ　資本金
ソフトウエア Ｊ 県出資金 Ａ＋Ｂ＋Ｃ
電話加入権 Ｋ 資本金合計 　　

無形固定資産合計 Ⅱ　資本剰余金
固定資産合計 資本剰余金 Ｈ＋Ｋ

損益外減価償却累計額 ▲（Ｂ’＋Ｃ’）
Ⅱ　流動資産 資本剰余金合計

現金及び預金 L＋Ｑ＋Ｒ＋（Ｔ-N+N')＋Ｕ Ⅲ　利益剰余金
たな卸資産 M ○○○積立金 Ｔ
未収学生納付金収入 N 積立金 Ｕ

徴収不能引当金 ▲Ｎ’ 利益剰余金合計
流動資産合計 資本合計

貸借対照表のイメージ

平成○○年４月１日

科目 科目

合計 合計

負債の部

資本の部

平成○○年３月３１日

合計 合計

科目 科目

負債の部

経営努力
によるもの

経営努力
によらない
もの

県が特定し
た資産の
減価償却
分を計上

運営費交
付金又は
授業料で
購入した資
産の現在
価値を計上

当期購入

県から譲渡
された非償
却資産の
取得価格を
計上

県から譲渡
された償却
資産の取
得価格を計
上

固定性配列法

５０万
円以上
を資産
計上

運営費交
付金、授業
料は受け
入れ時に
全額負債を
立てる。
この負債
は、期間の
進行に伴
い収益化
し、期末に
は原則残ら
ない。
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経常費用
業務費

教育経費 ○○○○○○
研究経費 ○○○○○○
教育研究支援経費 ○○○○○○
受託研究費 ○○○○○○
受託事業費 ○○○○○○
教育人件費 ○○○○○○
職員人件費 ○○○○○○ ○○○○○○

一般管理費
一般管理費 ○○○○○○
減価償却費 ○○○○○○ ○○○○○○

財務費用
支払利息 ○○○○○○ ○○○○○○

雑損 ○○○○○○

経常費用合計 ○○○○○○

経常収益
運営費交付金収益 ○○○○○○
授業料収益 ○○○○○○
入学金収益 ○○○○○○
検定料収益 ○○○○○○
受託研究等収益 ○○○○○○
受託事業等収益 ○○○○○○
寄附金収益 ○○○○○○
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 ○○○○○○
資産見返補助金等戻入 ○○○○○○
資産見返寄附金戻入 ○○○○○○
資産見返物品受贈額戻入 ○○○○○○ ○○○○○○

財務収益
受取利息 ○○○○○○
有価証券利息 ○○○○○○ ○○○○○○

雑益
財産貸付料収益 ○○○○○○
入場料収益 ○○○○○○ ○○○○○○

経常収益合計 ○○○○○○

経常利益 ○○○○○○

臨時損失
固定資産除却損 ○○○○○○
災害損失 ○○○○○○ ○○○○○○

臨時利益
固定資産売却益 ○○○○○○ ○○○○○○

当期純利益 ○○○○○○
目的積立金取崩額 ○○○○○○

当期総利益 ○○○○○○

損益計算書のイメージ
（平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日）

原則、期間の経過を業務の
進行とみなし収益化する。
（期間進行基準）

　　　　　　　　利益の処分に関する書類（平成○○年○月○日）

１　当期未処分利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○○○
　　　　当期総利益　　　　　　　　　　　　　　　○○○
　　　　前期繰越欠損金　　　　　　　○○○

２　利益処分額
　　　　積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○
　　　　地方独立行政法人法第40条第３項により設立団体の長の承認を受けた額
　　　　　　　××積立金　　　　　　　　　　　　○○○　○○○

いわゆる経営努力認定のこ
と。損失処理のみ

に充てる。

翌事業年度の
財源として充
当可能。

原則、費用の発生額と同額
を収益化する。
（費用進行基準）

入学金は入学手続完了時、
検定料は入金時に収益化す
る。

減価償却費と見合い
の額を戻入し、損益を
均衡させる。
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１　業務費用
（１）損益計算書上の費用

業務費 ○○○
一般管理費 ○○○ ○○○

（２）＜控除＞自己収入等
授業料収益 － ○○○
入学金収益 － ○○○
検定料収益 － ○○○
受託研究等収益 － ○○○
受託事業等収益 － ○○○
寄附金収益 － ○○○
資産見返寄附金戻入 － ○○○ － ○○○

業務費用合計 ○○○

２　損益外減価償却相当額 ○○○

３　引当外退職給付増加見積額 ○○○

４　機会費用
国又は地方公共団体財産の無償又は減額
された使用料による貸借取引の機会費用 ○○○

地方公共団体出資の機会費用 ○○○

無利子又は通常よりも有利な条件による融
資取引の機会費用 ○○○ ○○○

５　＜控除＞設立団体納付額 － ○○○

６　行政サービス実施コスト ○○○

１　業務活動によるキャッシュフロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 － ○○○
人件費支出 － ○○○
その他の業務支出 － ○○○
運営費交付金収入 ○○○
授業料収入 ○○○
入学金収入 ○○○
検定料収入 ○○○
補助金等収入 ○○○
寄附金収入 ○○○

業務活動によるキャッシュ・フロー ○○○

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 － ○○○
有形固定資産の売却による収入 ○○○
利息及び配当金の受取額 ○○○

投資活動によるキャッシュ・フロー ○○○

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入による収入 ○○○
短期借入金の返済による支出 － ○○○
利息の支払額 － ○○○

財務活動によるキャッシュ・フロー

４　資金に係る換算差額 ○○○
５　資金増加額（又は減少額） ○○○
６　資金期首残高 ○○○
７　資金期末残高 ○○○

行政サービス実施コスト計算書のイメージ
（平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日）

キャッシュフロー計算書のイメージ
（平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日）

県出資財産の純額に決算日に
おける１０年もの国債利回りを
乗じて算定

役員、法人固有職員の他、県派
遣職員分の退職手当増加見積額
を算定

県が出資した建物等の減価
償却費

国又は県から投入された収入に基づく収
益は算入しない。

貸借対照表上の手元現金及
び要求払預金と一致する。

県に返還する金額
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  一定の期間の経過を業務の進行とみなし、運営費交付金を負債から

  収益に認識していくこと。

（※）固定資産の購入額を除く。

目的積立金 積立金

知事による経営努力認定

法人の利益処分

運営費交付金は、１年を経過した段階で全額（※）法人の収益となり、損益計算の対象となる。

運営費交付金の期間進行基準による収益化について

行うべき業務を効率的に行った。 行うべき業務を行わなかった。

地方独立行政法人会計基準　第７８　２（４）

　公立大学法人における教育・研究という業務の実施に関しては、一般に進行
度の客観的な測定が困難であるため、中期計画及びこれを具体化する年度計画
等において、業務の実施と運営費交付金及び授業料財源とが期間的に対応して
いるものとして、一定の期間の経過を業務の進行とみなし、運営費交付金及
び授業料債務を収益化することを原則とする。

地方独立行政法人会計基準　第７８　１

　運営費交付金は、地方独立行政法人に対して地方公共団体から負託された業
務の財源であり、交付金の交付をもって直ちに収益と認識することは適当では
ない。したがって、交付された運営費交付金は相当額を運営費交付金債務とし
て負債に計上し、業務の進行に応じて収益化を行うものとする。

根拠

期間進行基準のよる収益化　
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